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1. はじめに

本年（2018年）3月 30日，高等学校で 2022年度から実

施される次期学習指導要領が告示された [23]．また，本年 5

月 17日に開催された内閣官房日本経済再生本部第 16回未

来投資会議で，次期学習指導要領で必履修科目となる「情

報 I」を大学入学共通テストの科目として出題する方針が

示された [27]．情報入試の導入に向けての手続きがすすむ

ことが期待される状況になっている．本稿では，高等学校

情報科と大学入試について，現状と課題について述べる．

2. 高等学校情報科と大学入試のながれ

情報科は，2003年に高等学校に設置された．当初，3科

目「情報 A」，「情報 B」，「情報 C」（各 2単位）からの 1科

目の選択必履修であった [19]．2013年の学習指導要領で，

2科目「情報の科学」，「社会と情報」（各 2単位）からの 1

科目の選択必履修となった [20]．

さらに，2022年の学習指導要領の改訂で，情報の科学的

な理解に重点を置き「情報 I」（2単位）を必履修科目とし

た上で，その発展的内容として「情報 II」（2単位）を選択

科目とすることになっている [15] [23] [24] [32]．各科目の

内容は，次のとおりである．

• 情報 I（必履修科目）

(1) 情報社会の問題解決

(2) コミュニケーションと情報デザイン

(3) コンピュータとプログラミング

(4) 情報通信ネットワークとデータの活用

∗1電気通信大学
The University of Electro-Communications

∗2神戸市立科学技術高等学校
Kobe Municipal High School of Science and Technology

∗3長野大学
Nagano University

∗4東京大学
The University of Tokyo

∗5東京通信大学
Tokyo Online University

• 情報 II（選択科目）

(1) 情報社会の進展と情報技術

(2) コミュニケーションとコンテンツ

(3) 情報とデータサイエンス

(4) 情報システムとプログラミング

(5) 情報と情報技術を活用した問題発見・解決の探究

高等学校情報科と情報入試にかかわる主な事項を，表 1

に示す．文献 [12]に記載した表に追記した．2020年以降

は予定である．

表 1 高等学校情報科と大学入試のながれ
1997 年 大学入試センターで情報関係基礎の出題が始まる．

2003 年 高等学校に情報科が設置される．「情報 A」，「情報

B」，「情報 C」の選択必履修．

2006 年 大学の個別学力試験において情報入試が始まる．

2012 年 情報入試研究会が発足する．

2013 年 明治大学が情報入試を始める．

2013 年 高等学校学習指導要領が改訂される．情報科は「情報

の科学」，「社会と情報」の選択必履修．数学，物理か

ら情報の内容が消える．

2013 年 情報処理学会情報処理教育委員会の下に情報入試ワー

キンググループが設置される．2016 年まで 4 回，模

擬試験を実施する．

2013 年 世界最先端 IT 国家創造宣言が閣議決定され，小学校

でプログラミング教育の必要性が示される．

2015 年 情報学教育関連学会等協議会の 5 団体が文部科学省

に「初等中等教育における一貫した情報教育（情報学

教育）の充実について（提案）」の文書を提出する．

2016 年 日本学術会議が情報学の参照基準を策定する．

2016 年 慶應義塾大学（SFC）が情報入試を始める．

2018 年 2022 年から実施の次期学習指導要領が告示される．

2018 年 内閣官房日本経済再生本部第未来投資会議において，

大学入学共通テストにおいて情報を出題する方針が示

される．

2020 年 小学校でプログラミングが始まる．

2021 年 大学入学共通テストが始まる．

2022 年 高等学校学習指導要領が改訂される．情報科は「情報

I」が必履修，「情報 II」が選択．

2025 年 2022 年から実施の次期学習指導要領に基づく生徒に

向けた大学入試が実施される．



大学入試センターは，数学 2⃝の選択科目として，1997年
に工業高校・商業高校などに向けて情報関係基礎を設置し

今も継続している．情報の基礎的内容から専門につながる

内容までが出題されており，この 20年間に大学入試セン

ターでは情報の学習到達度評価についてのノウハウが蓄積

されている [37]．

入試制度の検討は，学習指導要領の改訂に先立って始め

られる．大学入試センターは，2003年の情報科設置に先

立って 2001年頃に情報科を入試科目とするか検討してい

る．2002年 3月 28日の大学入試センターの中間まとめで

は，情報科についてはなお検討中とされた．情報処理学会

は，理工系情報学科協議会や日本ソフトウェア科学会とと

もに，情報科を入試科目とすることを要望したが [7][8]，結

果としては，数学 2⃝の選択科目としての情報関係基礎が継
続されたものの，情報科の設置は見送られた．

2004年頃には，個別学力試験への情報入試導入が検討さ

れている．8大学情報系研究科長会議は，情報科目入試検

討ワーキンググループを設けて検討し，情報入試の導入に

向けた提言を行っている [2]．

そして，高等学校情報科を履修した生徒が初めて大学に

入学する 2006年に，個別学力試験における情報入試が始

められた．国立大学では愛知教育大学，東京農工大学，高

知大学が，また多くの私立大学が情報入試を始めた [28]．

しかしながら，数年たって多くの大学がやめている．その

背景には，情報の基礎的内容から専門につながる内容を問

う個別学力試験としての情報入試の受験生が増えなかった

ことがある．高等学校における情報科は，情報の収集・分

析から，発信までを総合的に学習するために設置された教

科でありながら多くの高等学校でコンピュータの操作しか

教えていないという現実があった．なお，情報科に関連す

る知識や思考力や応用力に長けた生徒を選考する目的で，

情報入試を AO入試で残した大学は多い．

上で述べた 2013年の学習指導要領の改訂では，情報科

が「情報の科学」と「社会と情報」の選択必履修となった

のに合わせて，数学と物理からはそれまで含められていた

情報の内容が取り除かれた [20]．数学の入試で情報の内容

を出題していた慶應義塾大学環境情報学部と総合政策学部

（SFC）では，2016年から情報入試を行うことを決め，2012

年に発表した．

また，2013 年に明治大学で，2015 年に駒澤大学で情

報入試が始められた．AO入試や，他教科の入試を含め，

何らかの形で情報の内容を出題する事例も増えてきてい

る [25][40]．

2013 年に世界最先端 IT 国家創造宣言が閣議決定さ

れ [26]，また，2015年に情報処理学会をはじめとする情報

学教育関連学会等協議会の 5団体から文部科学省に宛てて

「初等中等教育における一貫した情報教育（情報学教育）

の充実について（提案）」の文書が提出され [9]，さらに，

2016年に日本学術会議で「情報学の参照基準」が策定され

る [3][4][5] など，小学校から大学まで一貫して，児童，生

徒，学生に情報の素養を身に付けさせることが大切という

ながれが生まれていたことが背景にある [16]．

情報入試の必要性が高まっていたことから，2012年に情

報入試研究会が発足し，情報入試についての調査研究が始

められた．情報入試研究会では，情報の模擬試験を企画し

た．情報処理学会は 2013年に情報処理教育委員会の下に

情報入試ワーキンググループを設置し，2013年 5月，2014

年 2月，2015年 2月，2016年 2月に情報入試研究会とと

もに模擬試験を実施した．全国高等学校情報教育研究会の

後援を得て，延べ約 4,000名の高校生が模擬試験を受験し

た [30] [39]．

2016年，情報処理学会は情報入試ワーキンググループを

情報入試委員会に改組し，大阪大学，東京大学とともに，

文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業の調査研究を

開始し今に至っている [1] [13] [17] [18] [38]．

2016年に，高等学校情報科が情報の科学的な理解を中心

とする「情報 I」（必履修）と「情報 II」（選択）になる方

向が示された [15]．また，同じ 2016年に，次期学習指導要

領に基づき，2025年から情報科の素養を問う問題を大学入

学共通テストに入れることを文部科学省高大接続システム

改革会議が提言した [22]．

このながれに対応するように，本年（2018年）3月に次

期学習指導要領が告示され，2022年度から高等学校情報科

が「情報 I」と「情報 II」となることが決定した [23] [24]

[32]．また，本年 5月 17日に開催された内閣官房日本経済

再生本部第 16回未来投資会議で，「情報 I」を大学入学共

通テストの科目として出題する方針が示された [27]．

情報処理学会は，情報に関する科目を大学入試科目に含

めるよう繰り返し主張をしており，本年 3月 9日にも「大

学入試センターが実施する試験における『情報』出題の提

言」を公表していたが [10][12]，第 16回未来投資会議での

方針が示され，情報入試の導入に向けての手続きがすすむ

ことが期待される状況になってきた．情報処理学会は，第

16回未来投資会議での方針が示されたことを受けて，本年

6月 11日に「第 16回未来投資会議において示された大学

入学共通テストに『情報 I』の試験を入れる方針に賛同し

ます」と題する提言を公表している [6][11]．

3. 高等学校情報科の教科担任の問題

3.1 臨時免許状と免許外教科担任

2章で述べたように，2022年度から高等学校情報科が

「情報 I」と「情報 II」となることが決定し，大学入試にお

いて情報の内容が出題される方向ですすんでいる．高等学

校における情報科の重要度が増し，専門性の高い教員が教

科担任に就くことが期待される状況である．

高等学校において情報科の教員として生徒を教えるため



には，情報学全般についての幅広い知識や技術が求められ

る．しかしながら，現状は，必ずしも，情報学についての

幅広い知識や技術をもつ者が，情報科の教科担任となって

いるわけではない．

2章で述べたように，高等学校において，情報科が設置

されたのは，2003年のことである [19]．情報科が設置され

た 2003年の時点では，それまで存在しなかった教科であっ

たため，免許を持つ教員が存在していなかった．さまざま

な特例的措置が適用され，情報科の教員に当てられた．

特例的措置の 1つは，2000年度から 3年間にわたって実

施された「新教科『情報』現職教員等講習会」である．15

日間の講習を行うことにより数学，理科，家庭，商業，工

業等の基礎免許を持つ現職教員に対して，情報科の高等学

校一種免許状が授与された（教育職員免許法等の一部を改

正する法律（平成 12年 3月 31日法律第 29号）附則第 2

項）．この講習会で，全国で 14,269人の情報科教員が養成

された．

ほかの特例的措置として，臨時免許状の授与と，免許外

教科担任の許可があり，2003年に情報科が設置されて 15

年が経過し，大学で情報科の教職課程を履修して免許を取

得できるようになった現在も，なお，多用されている．

• 臨時免許状
教育職員免許法第 5条第 6項の規定によるもので，普

通免許状を有する者を採用することができない場合に

限り，授与される．授与された都道府県においてのみ

3年間効力がある（同法第 9条第 3項）．ただし，相当

期間にわたり普通免許状を有する者を採用することが

できない場合に限り，有効期間を 6年とすることがで

きる（同法附則第 6項）．

• 免許外教科担任
教育職員免許法附則第 2項の規定によるもので，ある

教科の教授を担任すべき教員を採用することができな

いと認めるときは，学校長等から都道府県の教育委員

会に申請することにより，1年以内の期間を限り，そ

の教科の免許状を有しない主幹教諭，指導教諭または

教諭が担任することを許可される．（同じ学校の教諭

等なので，他の教科の免許状は保有している．なお，

教頭や講師には許可されない．）

免許外教科担任は，教育職員免許法（1949年制定）の附

則に，当分の間，許可することができるとして規定された

ものであるが，法律が制定されてから 70年近い期間が経

過しているにもかかわらず，なお，多用されている．

筆者らは，2015年に 47都道府県の臨時免許状の授与件

数，免許外教科担任の許可件数を公文書公開手続きを用い

て調査し，結果を報告した [35]．

本来の趣旨から考えると，大学の教職課程において教科

専門科目や教科教育法を学び，普通免許状を取得した教員

が情報学についての幅広い知識や技術をもつ者であって，

情報科の教科担任に就くべきである．それにもかかわらず，

情報科では，臨時免許状や免許外教科担任が，特例的とい

う枠を超えて多用され，さらに，他の教科に比べて，情報

科が突出して件数が多い状況であることが明らかになった

（この調査結果は，毎日新聞 2015年 10月 29日朝刊，およ

び，北海道新聞 2016年 6月 20日朝刊でも紹介された）．

さらに，筆者らは，2016年にも情報科の普通免許の保有

者が「情報」のみを担当しているのか，「情報」の他の教

科も担当しているかなどを含めて公文書公開手続きを用い

て調査した [34][36]．情報科の普通免許の保有者であって

も，「情報」のみを担当している教員（情報科専任教員）は

約 20%と少なく，情報科専任教員が 0人の県もあった．ま

た，半数以上の教員が「情報」以外の教科を担当している

状況であることが明らかになった（この調査結果は，毎日

新聞 2016年 10月 6日夕刊，読売新聞 2017年 8月 9日朝

刊でも紹介された）．

臨時免許状や免許外教科担任の制度が適正に運用されて

いないことについて，国もその状況を認識しており，継続

的に指導通達が出されている．たとえば，文部科学省生涯

学習政策局情報教育課は，2016年 3月 3日に「高等学校情

報科担当教員への高等学校教諭免許状『情報』保有者の配

置の促進について（依頼）」の通達 [21] を出している．その

通達で，2015年度の情報科の教員は 5,732人であり，その

27.6%の 1,580人が免許外教科担任と件数が示されている．

情報科の教員採用が少なく，臨時免許状や免許外教科担

任が多用されていることについては，情報科の新設当初か

ら教育行政の研究者も指摘しているが，改善が見られない

状況である [5] [14] [29] [31]．

3.2 2017年度の免許外教科担任の状況

筆者らは，本稿を執筆するにあたり，2017年度の免許外

教科担任の状況を詳しく調査することにした．

2017年 7月 13日に文部科学省初等中等教育局教職員課

は，都道府県教育委員会に免許外教科担任許可及び臨時免

許状授与状況等調査を行っている．次の調査項目につい

て，所定の様式（Excelのデータ，様式の一部を図 1に示

す）で，回答するように求めている．

1⃝ 免許外教科担任許可状況について

1. 所有免許教科別・担任教科別の状況（公立中学校）

2. 所有免許教科別・担任教科別の状況（公立高等学校）

3. 学校規模別・申請事由別の状況（公立中学校）

4. 学校規模別・申請事由別の状況（公立高等学校）

5. 免許外教科担任を許可する理由について

6. 免許外教科担任の許可の可否の判断を実質的に行って

いる組織について

7. 免許外教科担任の許可の基準や要件について



8. 免許外教科担任の許可を受けた者に対する支援策につ

いて

9. 免許外教科担任の解消・削減に向けた取組について

10. 免許外教科担任の解消・削減に向けた具体的な取組事

例について

11. 免許外教科担任の解消・削減のために国に求めること

2⃝ 臨時免許状授与状況について

1. 臨時免許状授与の基準や要件について

2. 臨時免許状を授与する理由について

3. 臨時免許状保有者への支援策として実施している内容

について

4. 臨時免許状の削減に向けた取組について

5. 臨時免許状の削減に向けた具体的な取組事例について

6. 臨時免許状の削減のために国に求めること

そこで，筆者らは，

• 平成 29年 7月 13日付 29初教職第 13号「平成 28年

度教員免許状授与件数追加調査について（依頼）」の

調査依頼の文書、および、その回答一式

を文部科学省への公文書公開手続き [33] により入手するこ

とにした．A4判で 756ページからなる公文書が公開され，

47都道府県からのすべての回答を入手することができた．

表 2は，47都道府県について，2017年度の高等学校教科

の免許外教科担任の数を示したものである（なお，この調

査では国立・私立の学校に許可した数は含まれていない）．

情報科に免許外教科担任を多く適用するかどうかは，都

道府県により違いが表れている．情報科の免許外教科担任

が 0人，もしくは，5人以下なのは，埼玉県，東京都，福

井県，三重県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，鳥取県，

岡山県，佐賀県，鹿児島県，沖縄県の 13都府県である．

その他の道県では，免許外教科担任のうち情報科が占め

る割合が高いことがわかる．47都道府県の合計では，全教

科の 3,106件中，情報科は 1,161件であり，37.4%を占めて

いる．情報科が突出していることが改めて明らかになった．

表 3は，47都道府県について，2017年度の情報科を担

当する免許外教科担任の保有免許状の教科ごとの数を示し

たものである．

情報科を担当する免許外教科担任は数学，理科，商業の

免許を保有する教員に多く許可されている．

一方で，福島県，石川県，長野県のように情報科を担当

する免許外教科担任の許可件数が多い県においては，国語，

音楽，美術，保健体育，外国語など，情報の科学的な理解

との関係性が薄い教科の教員に多くの免許外教科担任の許

可をしていることがわかる．

文献 [35]の調査の結果，2013年度の情報科を担当する免

許外教科担任の許可件数が多い上位 5道県は，北海道，福

島県，茨城県，新潟県，長野県であった．文献 [35]では，

都道府県名 北海道

都道府県 所有する免許状 担任教科 人数
北海道 地理歴史 国語 1
北海道 公民 国語 1
北海道 外国語 地理歴史 1
北海道 公民 地理歴史 21
北海道 国語 地理歴史 2
北海道 地理歴史 公民 25
北海道 商業 公民 2
北海道 情報 公民 1
北海道 公民 数学 1
北海道 国語 数学 1
北海道 書道 数学 1
北海道 理科 数学 3
北海道 工業 数学 1
北海道 農業 数学 1
北海道 数学 理科 1
北海道 外国語 理科 1
北海道 保健体育 理科 1
北海道 国語 音楽 1
北海道 公民 音楽 1
北海道 国語 美術 1
北海道 数学 美術 1
北海道 書道 美術 1
北海道 美術 工芸 5
北海道 家庭 書道 3
北海道 公民 書道 2
北海道 国語 書道 10
北海道 外国語 書道 1
北海道 地理歴史 書道 1
北海道 保健体育 書道 2
北海道 理科 書道 2
北海道 外国語 保健体育 1
北海道 商業 保健体育 1
北海道 外国語 家庭 1
北海道 商業 家庭 1
北海道 情報 家庭 1
北海道 数学 家庭 1
北海道 保健体育 家庭 2
北海道 理科 家庭 2
北海道 農業 家庭 1
北海道 外国語 情報 2
北海道 家庭 情報 1
北海道 工業 情報 3
北海道 公民 情報 10
北海道 商業 情報 34
北海道 国語 情報 2
北海道 数学 情報 6
北海道 地理歴史 情報 8
北海道 美術 情報 1
北海道 保健体育 情報 1
北海道 理科 情報 4
北海道 水産 情報 2
北海道 家庭 農業 4
北海道 福祉 農業 1

①免許外教科担任許可状況について
２．所有免許教科別・担任教科別の状況（公立高等学校）【平成29年5月1日現在】

図 1 平成 29年 7月 13日付 29初教職第 13号の様式（一部を抜粋）

これらの 5道県についての免許外教科担任と保有免許状と

の関係も調査していたので，その結果と比較する．表 4の

各道県の上段は，2013年度の情報科を担当する免許外教科

担任の保有免許状の教科ごとの数を，図 2は，2013年度の

保有免許状の教科ごとの割合を示したものである．

表 4の各道県の下段は，2017年度の免許外教科担任の保

有免許状の教科ごとの数（表 3の抜粋）を，図 3は，2017

年度の保有免許状の教科ごとの割合を示したものである．

北海道，福島県，茨城県，新潟県，長野県の 5道県では，

福島県と茨城県で情報科の免許外教科担任の件数が減少し

たものの，保有免許状の内訳ではそれほど大きな変化は見

られなかった．北海道や新潟県では，2017年度においても

商業の免許を保有する教員が免許外教科担任の許可を受け

ていることが多い状況である．

4. おわりに

3.2で述べたとおり，2017年度の情報科を担当する免許

外教科担任の数を調査した結果，2017年度においても，な

お，情報科が突出して免許外教科担任が適用されているこ

とがわかった．



表 2 高等学校教科の免許外教科担任の件数（2017 年 5 月 1 日時点）

国語
地理

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健

看護 家庭 情報 農業 工業 商業 水産 福祉
職業 外国

合計
歴史 体育 指導 語

北海道 2 24 28 8 3 2 3 5 21 2 9 74 20 3 3 2 10 8 227

青森県 8 12 2 1 23 11 20 14 12 1 104

岩手県 12 11 5 3 37 16 7 1 1 2 95

宮城県 1 1 10 3 42 1 18 3 3 7 1 90

秋田県 6 8 1 1 1 1 15 4 1 2 4 5 14 63

山形県 4 13 1 1 18 2 8 6 3 56

福島県 5 7 4 1 3 1 5 3 57 1 4 3 10 7 6 117

茨城県 2 15 1 1 1 2 52 1 6 7 88

栃木県 12 1 1 1 43 58

群馬県 2 3 2 18 4 1 1 31

埼玉県 1 3 1 5

千葉県 1 7 2 1 1 1 16 2 5 1 1 1 39

東京都 50 50

神奈川県 7 3 3 8 1 1 2 38 5 5 6 37 18 134

新潟県 11 24 2 1 3 3 1 4 83 4 3 2 1 2 144

富山県 4 13 1 1 2 39 12 3 1 6 5 87

石川県 5 14 2 1 5 1 80 11 30 7 1 13 5 175

福井県 1 1

山梨県 2 17 2 3 24

長野県 2 8 2 3 6 1 1 128 6 3 11 6 5 182

岐阜県 1 7 1 2 2 3 55 7 2 9 3 92

静岡県 6 16 1 3 2 1 2 1 33 25 2 1 3 14 110

愛知県 5 1 2 2 8 7 25 6 56

三重県 1 1 1 2 4 3 2 29 3 6 2 54

滋賀県 1 16 7 2 2 3 31

京都府 4 7 5 16

大阪府 2 1 3 1 2 2 6 1 18

兵庫県 1 2 4 3 1 1 4 16

奈良県 2 2

和歌山県 1 35 4 1 1 3 1 48 4 6 5 7 116

鳥取県 1 13 4 5 3 2 7 5 40

島根県 4 1 2 2 18 1 1 13 1 1 3 5 52

岡山県 1 11 4 16

広島県 5 7 2 3 2 22 18 4 2 11 76

山口県 3 6 3 1 1 12 1 8 4 1 40

徳島県 7 12 1 2 3 1 2 30 5 6 4 1 6 80

香川県 4 2 1 5 1 1 4 5 9 1 15 4 1 53

愛媛県 1 1 1 1 2 9 8 4 5 3 7 42

高知県 10 5 2 3 37 2 6 1 4 70

福岡県 1 5 2 3 2 1 23 13 2 3 1 2 58

佐賀県 3 1 3 15 22

長崎県 2 19 20 1 12 1 10 65

熊本県 3 1 1 1 6 3 5 3 1 24

大分県 2 5 1 2 17 2 4 33

宮崎県 5 10 18 1 2 36

鹿児島県 5 12 17

沖縄県 35 18 1 3 18 4 22 101

合計 13 177 356 42 24 9 15 54 82 59 18 47 1,161 184 346 108 124 156 4 127 3,106



表 3 情報科を担当する免許外教科担任の保有免許状別人数（2017 年 5 月 1 日時点）

国語
地理

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健

看護 家庭 農業 工業 商業 水産 福祉
外国

合計
歴史 体育 語

北海道 2 8 10 6 4 1 1 1 3 34 2 2 74

青森県 4 1 2 1 2 12 1 23

岩手県 1 14 6 3 2 2 1 6 1 1 37

宮城県 1 2 1 6 1 1 6 18

秋田県 2 1 1 2 3 1 4 1 15

山形県 4 6 1 3 4 18

福島県 4 3 4 9 11 2 1 1 2 3 13 4 57

茨城県 1 28 7 3 1 1 9 2 52

栃木県 1 1 14 4 2 2 2 6 3 2 3 3 43

群馬県 8 4 5 1 18

埼玉県 0

千葉県 1 1 1 4 1 8 16

東京都 0

神奈川県 4 2 19 5 1 3 1 1 2 38

新潟県 1 23 17 2 7 8 24 1 83

富山県 3 3 3 12 11 1 1 1 4 39

石川県 4 9 6 10 15 3 4 2 5 8 2 9 1 2 80

福井県 0

山梨県 1 3 1 5 2 2 2 1 17

長野県 12 12 3 21 22 9 12 9 6 2 12 8 128

岐阜県 2 1 13 11 4 1 4 7 10 2 55

静岡県 6 4 2 2 19 33

愛知県 2 2 4 8

三重県 1 1 1 3

滋賀県 2 5 1 1 3 3 1 16

京都府 2 2 4

大阪府 2 2

兵庫県 3 1 4

奈良県 0

和歌山県 2 14 4 2 1 1 2 2 20 48

鳥取県 1 1 2 4

島根県 1 2 6 3 1 13

岡山県 1 1

広島県 2 1 1 2 5 1 10 22

山口県 1 4 1 5 1 12

徳島県 2 3 1 3 4 1 1 1 3 4 2 3 1 1 30

香川県 1 2 3 1 2 9

愛媛県 1 1 3 1 3 9

高知県 1 8 7 1 2 16 2 37

福岡県 1 2 7 1 1 4 3 3 1 23

佐賀県 1 2 3

長崎県 2 2 1 1 1 13 20

熊本県 1 2 1 2 6

大分県 3 3 11 17

宮崎県 1 1 4 1 1 1 4 2 3 18

鹿児島県 1 1 1 1 1 5

沖縄県 2 1 3

合計 38 65 41 256 193 34 35 2 8 43 2 60 19 34 282 3 3 43 1,161



表 4 情報科を担当する免許外教科担任の保有免許状別の件数

（上段 2013年 5月 1日時点，下段 2017年 5月 1日時点）

国語
地理

公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道
保健

看護 家庭 農業 工業 商業 水産 福祉
外国

合計
歴史 体育 語

北海道
4 6 6 6 3 1 2 1 2 38 2 71

2 8 10 6 4 1 1 1 3 34 2 2 74

福島県
3 2 26 26 2 2 2 2 3 1 1 17 2 89

4 3 4 9 11 2 1 1 2 3 13 4 57

茨城県
1 4 3 29 22 1 1 3 1 9 1 75

1 28 7 3 1 1 9 2 52

新潟県
1 4 2 32 12 1 1 7 34 1 95

1 23 17 2 7 8 24 1 83

長野県
9 7 42 20 7 5 3 12 9 1 16 17 148

12 12 3 21 22 9 12 9 6 2 12 8 128

0% 50% 100%
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2003年に設置された情報科は，設置から 15年経ったに

もかかわらず，教員採用試験が実施されていない道県があ

り，情報科専任教員が増えていないと考えられる．教員を

採用しないと状況が改善されることはない [31]．

高等学校の情報科が必履修ではあるものの，現在の学習

指導要領では 2単位（1年で教える場合に週 2コマ）しか

ないため，生徒数の少ない高等学校に情報科専任教員を配

置しにくいことが，背景にあると考えられる．また，大学

入試において情報科が試験内容として問われていないこと

も背景にあると考えられる．

しかし，2章で述べたように 2022年からの高等学校情報

科は，情報の科学的な理解に重点を置き，「情報 I」を必履

修科目として置いた上で，より進んだ内容の「情報 II」を

選択科目として置くことが決定されている [23] [24] [32]．

「情報 I」と「情報 II」をきちんと教えるためには情報学

をその基盤から身につけておりきちんと教えられる教員が

必須である．臨時免許状や免許外教科担任で「情報 I」と

「情報 II」を教えて行くことには困難があると考えられる．

鹿野 [14]は，情報科の内容を充実させるためには，学習内

容や学習方法を研究すると同時に，「情報の先生を採用し，

情報の授業は専任の先生が教える」といった，他教科では

当たり前のことを実現する必要があると指摘している．

さらに，3.1で述べた情報科専任教員の割合を 20%から

増やしていくことが求められる．情報科と情報科以外の教

0% 50% 100%
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図 3 情報科を担当する免許外教科担任の保有免許状別割合

（2017 年 5 月 1 日時点）

科と兼ねて担任する教員より情報科専任教員の方が積極

的に情報科の研修を行うことができるからである．もちろ

ん，情報科専任教員を増やすための教員養成，「情報 I」と

「情報 II」に向けた教員研修などで，私たち情報処理学会

の学会員も，貢献して行くことが求められている．

2017年には宮城県，京都府，高知県，福岡県のようにこ

れまで情報科の教員採用をして来なかった府県において，

公立高等学校の教員採用試験を実施されている．今後，情

報科の教員配置の問題も改善され，情報科専任教員の割合

も増えていくことが期待される．

情報科は今後，大学入試において出題される教科に含ま

れる方向にある．すなわち，大学入学共通テストにおいて，

情報の内容が出題される方針が示されている [6] [27]．さら

に，大学入学共通テスト，および，個別学力試験において，

「情報 II」の内容まで含めて出題がされることが望ましい

と，筆者らは考えている．

高等学校において「情報 I」と「情報 II」（合わせて 4単

位）を開講して，生徒が情報の素養を身につけられるよう

にする，そして，大学入試で情報の素養が身につけられて

いるか測られるようになると，高等学校における情報科の

重要度がさらに増すと考えている．

謝辞 本稿の調査をするにあたり，公文書公開手続きに

対応してくださった，文部科学省初等中等教育局教職員課
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